
 

 

 

 

   町内会等地域コミュニティ（住民組織）の活性化策に関する決議 

 

地 域 社 会 の 持 続 性 を 考 え た と き 、 町 内 会 等 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ （ 以 下 、

「住民組織」という。）の衰退は大きな課題である。住民組織の衰退の

要因には、人口減少、高齢化に伴う役員の担い手の減少といった社会的

要因のほかに、市民の価値観の変化、ライフスタイルの多様化などの心

理的な要因もある。 

本 市 の 住 民 組 織 加 入 率 の 状 況 は 、 令 和 ３ 年 で ６ ４ ． ９ ％ 、 全 国 平 均

の７１．８％よりも低く、さらには、平成２２年７１．４％だった加入

率は、令和３年までの１１年間で約７ポイント下がり、６４．９％にな

るなど加入率の低下が著しい状況にある。 

そ う し た 中 、 本 市 で は 地 域 活 性 化 の 一 環 と し て 持 続 可 能 な ま ち の 形

成と新たな活力の創出を目的に、地域を経営する視点から地域ビジョン

の策定やビジョンに基づく活動を支援する取組を行っているが、この制

度は、対象を中山間地に限定しているものではないが、策定した住民組

織に交付される三原市地域経営推進交付金に中山間地域加算があること

から、中山間地を対象とする意味合いが強く、都市部において策定した

地域は、２地域にとどまるなど、充分に機能している状況とは言えない。 

令 和 ３ 年 の 地 域 別 住 民 組 織 率 を 見 て み る と 、 大 和 地 区 が ７ ８ ． ０ ％ 、

久井地区が７４．２％、本郷地区が６７．４％、三原地区が６３．１％

であり、こうした状況を裏付ける結果となっている。市域が広く都市部

と山間部の両方を有する本市として、特に人口の多い都市部における加

入率が著しく低い点も持続性の観点から看過できない課題と言える。 

こ う し た 喫 緊 の 課 題 が 山 積 し て い る こ と 、 ま た 、 地 域 に 求 め ら れ る

防災や高齢者見守り活動、こども会活動など変化する地域社会のニーズ

に対応するためにも、住民組織の衰退の対策には早急に取り組む必要が

ある。 

 本市議会では、これからも地域社会にとって必要不可欠なインフラで

ある住民組織を持続可能なものへと変容させ、今後も維持継続させてい



くために、現在の本市の課題や他市町の事例分析、専門家からの意見聴

取などを行い、本市にとって真に必要と考える次の政策を提言する。な

お、本政策は、具体な事業を提示するものではないが、理事者におかれ

ては、政策の主旨を踏まえ、効率的な取組を具体化し、本政策の実現を

鋭意進められたい。 

 

１  住民組織の事務負担の軽減 

人 口 減 少 、 高 齢 化 等 に よ る 担 い 手 の 不 足 か ら 住 民 組 織 の 事 務 負 担

が 増 加 し 、 今 後 も 加 入 者 は 減 少 し て い く と 考 え ら れ る 。 担 い 手 の 不

足 に 対 応 す る た め に 、 本 市 か ら 住 民 組 織 に 対 す る 依 頼 事 項 を 棚 卸 し

し 、 無 駄 な 部 分 を 積 極 的 に 削 減 す る と と も に 、 見 え る 化 、 す な わ ち

事 務 作 業 を 可 視 化 し 、 事 務 負 担 の 軽 減 を 図 る こ と 。 ま た 、 本 市 の 関

連 団 体 （ 社 会 福 祉 協 議 会 等 ） と の 情 報 連 携 に よ る 事 務 削 減 を 行 う こ

と。 

 

２  持続的な組織運営のための人員配置と場づくりの推進 

本 市 の 住 民 組 織 の 持 続 的 な 運 営 を 実 現 す る た め に は 、 人 的 資 源 の

支 援 が 不 可 欠 で あ る 。 そ こ で 、 小 学 校 区 ご と に 住 民 組 織 の 事 務 を サ

ポ ー ト す る 中 間 的 な 組 織 （ 以 下 「 中 間 組 織 」 と い う ） を 設 け る こ と。 

中 間 組 織 は 、 各 地 域 の コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー な ど の 公 共 施 設 等 に

事 務 所 を 置 き 、 複 雑 な 補 助 金 申 請 手 続 き な ど の 事 務 の サ ポ ー ト 以 外

に も 、 住 民 組 織 を 魅 力 的 な 組 織 へ と 発 展 さ せ る た め の 企 画 の 立 案 等

相 談 窓 口 と し て の 役 割 を 担 う こ と 。 ま た 、 住 民 組 織 の 役 員 に 、 若 い

人 材 が 積 極 的 に 就 任 し 、 運 営 に 関 与 し て も ら え る よ う な 仕 組 み づ く

りを検討すること。 

 

３  デジタル化の推進 

先 に 述 べ た 事 務 負 担 の 軽 減 や 人 的 資 源 の 不 足 に 対 応 す る た め の 有

効 な 手 段 と し て 、 住 民 組 織 の デ ジ タ ル 化 が 考 え ら れ る 。 デ ジ タ ル 化

に あ た っ て は 、 ま ず は 、 率 先 し て 「 １  住 民 組 織 の 事 務 負 担 の 軽 減 」

で示した、「業務の棚卸し」及び「見える化」に取り組むこと、そし



 

 

て 、 本 市 と 住 民 組 織 の 代 表 と の 間 で 行 う 申 請 書 類 等 の や り 取 り に 、

積極的にデジタルを導入していくこと。 

申 請 書 類 等 の 入 力 フ ォ ー ム の 設 計 に は 、 わ か り や す い Ｕ Ｉ （ ユ ー

ザ ー イ ン タ ー フ ェ イ ス ） の 構 築 に 努 め る と と も に 、 可 能 な 限 り 、 申

請 が 簡 易 に な る ツ ー ル の 提 供 に 努 め る こ と 。 ま た 、 事 務 に 伴 い 発 生

す る 個 人 情 報 の 管 理 に つ い て は 、 セ キ ュ リ テ ィ 面 で 優 れ て い る ク ラ

ウ ド を 活 用 し た シ ス テ ム を 構 築 し 、 本 市 が 管 理 す る 仕 組 み を 作 る こ

と 。 ま た 、 こ の ク ラ ウ ド 上 の 情 報 は 、 当 該 市 民 の 提 供 可 否 の 判 断 の

もとに、住民組織が利用できる運用体制を確立すること。 

 

以上、決議する。 

 

令和６年９月２７日 

 

                                           三  原  市  議  会  

 

 

 

（提案理由） 

 市政における課題を解決するために本市議会が必要と考える政策をこ

こに示すとともに、市長に対し、当該政策の実現に取り組むことを求め、

この決議案を提出する。 

 


